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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期

第１四半期連結
累計期間

第28期
第１四半期連結

累計期間
第27期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 23,136,195 18,036,085 79,209,402

経常利益 （千円） 3,300,908 687,741 5,605,529

四半期（当期）純利益 （千円） 2,011,956 434,257 3,452,512

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,020,413 477,462 3,510,671

純資産額 （千円） 41,523,953 41,640,559 42,043,057

総資産額 （千円） 53,311,564 50,672,138 50,510,112

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 29.19 6.30 50.09

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.7 82.0 83.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期報告書提出時点において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期における国内経済は、消費税率引き上げに伴う反動が見られるものの、基調としては緩やかな回

復を続けました。当社グループが属するBPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）業界では、企業の構造改

革やコスト削減に向けたアウトソーシングの動きが引き続き見られました。

 

こうした中、当社グループでは、製造、情報向け業務が拡大する一方、前年同期にあった官公庁向け大型業務

や公益向けスポット業務の終了、及び通信、放送向け業務の縮小の影響を受け、当第１四半期の連結売上高は

18,036百万円（前年同四半期比22.0％減）となりました。

 

また、利益面では、大型業務の終了、及び昨年度受注した新規業務の立上げに時間を要している影響もあり、

同四半期営業利益は648百万円（同80.1％減）、同四半期経常利益は687百万円（同79.2％減）、同四半期純利益

は434百万円（同78.4％減）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりです。

 

①テレマーケティング事業

　インバウンドサービスは、製造、流通向け業務が伸長した一方、通信、放送向け業務の縮小や前年同期にあ

った公益向けスポット業務の終了により、同サービスの売上高は10,653百万円（同3.6％減）となりました。

　アウトバウンドサービスは、通信、放送向け業務の縮小により、同サービスの売上高は1,357百万円（同

18.5％減）となりました。

　テレマーケティング関連サービスは、情報向け業務を中心に需要が拡大したものの、官公庁向け大型業務終

了の影響が大きく、同サービスの売上高は4,148百万円（同50.6％減）となりました。

 

②フィールドオペレーション事業

　フィールドオペレーション事業は、前年度にあった官公庁向け業務の一部が今年度は実施されなかったこと

などから同事業の売上高は1,706百万円（同9.8％減）となりました。

 

③その他

　主に連結子会社である株式会社ヴィクシアのデジタルマーケティング関連売上高で構成されておりますが、

その連結売上高は170百万円（同22.8％増）となりました。

　なお、デジタルマーケティング関連サービスの売上高は、純額表示による方法を採用しておりますが、総額

表示による方法を用いた場合、同サービスの売上高は、778百万円（同14.7％増）となります。

 

(２)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。
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(３)研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(４)経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループでは期間限定の業務の受託や主要顧客の業績動向により、売上高、利益ともに大きな影響を受け

る傾向があります。当社グループといたしましては、より柔軟且つ機動力のあるコスト構造の維持・改善に努め

るとともに、業務量減少の際には迅速なコスト調整を図ることによって、そのマイナス影響を可能な限り抑制し

ていきたいと考えております。

　また、当社グループは、業務遂行のため多数のオペレーターが必要となります。労働人口減少や景気好転など

により、十分な労働力が確保できない、または採用費や人件費の上昇により、機会損失や採算性の低下する可能

性があります。当社グループといたしましては、地方拠点の活用や様々な求職者層に向けた採用活動・人事制度

を適宜見直すことにより、優秀なオペレーターの安定的な確保に努めて参りたいと考えております。

 

(５)経営戦略の現状と見通し

　当社グループでは、お客様企業にとっての“ビジネス・ソリューション・パートナー"を目指し、グループの機

能強化を推進しております。当社は現在までに主力事業であるテレマーケティングに加え、対面サービスを連結

子会社の株式会社アイヴィジットにおいて、デジタルマーケティングを同じく連結子会社である株式会社ヴィク

シアより提供することにより、電話、対面、インターネットという主要なフロント・チャネル機能を整備いたし

ました。

　今後もＭ＆Ａを視野に入れながら、引き続き機能強化による収益性向上を図って参ります。

　尚、中期経営計画“ビジョン２０１５”は2015年3月期に終了することから、グローバル化の一層の進展やソー

シャルメディアの急速な普及等に代表される産業のデジタル化、並びに労働に関する政策の変化といった新たな

環境変化を踏まえ、当社グループの更なる飛躍に向けた次期中期経営計画を策定する予定でおります。

 

(６)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループは営業活動によるキャッシュ・フローのほか、これまで蓄積してきた内部留保を財源に経営を

行っており、原則として借入金に依存しておりません。当社はＭ＆Ａも視野にいれた事業領域の拡大を志向して

おりますが、保有する待機資金につきましては、機動性並びに安全性の確保を最優先順位に位置づけ、さらに収

益性にも配慮しながら運用を行っております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 253,152,000

計 253,152,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年８月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式    69,503,040    69,503,040
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計    69,503,040    69,503,040 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
　　　(株)

発行済株式
総数残高
　　　(株)

資本金増
減額
　(千円)

資本金残
高
　(千円)

資本準備
金増減額
　(千円)

資本準備金
残高
　(千円)

　平成26年４月１日～

　平成26年６月30日
－ 69,503,040 － 998,256 － 1,202,750

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　   582,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  68,913,400 689,134 －

単元未満株式 普通株式　     7,640 － －

発行済株式総数 69,503,040 － －

総株主の議決権 － 689,134 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式2,100株（議決権の数21個）が含まれ

ております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式36株が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱もしもしホットライン
東京都渋谷区代々木二丁

目６番５号
582,000 － 582,000 0.84

計 － 582,000 － 582,000 0.84

（注）なお、平成26年６月30日現在における自己名義保有株式は582,036株となります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,861,064 11,575,262

受取手形及び売掛金 9,218,998 8,690,719

仕掛品 1,228,094 1,364,313

貯蔵品 16,562 6,782

預け金 16,000,000 16,000,000

その他 2,544,711 2,392,059

貸倒引当金 △11,307 △11,593

流動資産合計 39,858,124 40,017,542

固定資産   

有形固定資産 2,018,289 1,912,906

無形固定資産   

のれん 91,857 79,853

その他 701,014 703,815

無形固定資産合計 792,872 783,668

投資その他の資産 7,840,826 7,958,020

固定資産合計 10,651,987 10,654,595

資産合計 50,510,112 50,672,138

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,513,662 1,418,541

未払金 4,858,384 4,433,401

未払法人税等 123,209 21,801

賞与引当金 488,953 693,859

役員賞与引当金 34,000 3,275

資産除去債務 19,132 15,227

その他 561,357 1,587,735

流動負債合計 7,598,700 8,173,842

固定負債   

役員退職慰労引当金 26,720 20,290

退職給付に係る負債 219,172 225,002

資産除去債務 622,462 612,443

固定負債合計 868,355 857,736

負債合計 8,467,055 9,031,578
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 998,256 998,256

資本剰余金 1,202,750 1,202,750

利益剰余金 40,397,812 39,952,110

自己株式 △592,315 △592,315

株主資本合計 42,006,503 41,560,801

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △10,595 42,208

為替換算調整勘定 △54 △493

退職給付に係る調整累計額 △39,018 △36,430

その他の包括利益累計額合計 △49,667 5,283

少数株主持分 86,221 74,474

純資産合計 42,043,057 41,640,559

負債純資産合計 50,510,112 50,672,138
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 23,136,195 18,036,085

売上原価 17,907,034 15,599,775

売上総利益 5,229,161 2,436,309

販売費及び一般管理費 1,960,467 1,787,440

営業利益 3,268,693 648,868

営業外収益   

受取配当金 12,655 18,473

その他 24,803 21,253

営業外収益合計 37,459 39,726

営業外費用   

持分法による投資損失 3,649 172

為替差損 1,097 670

その他 497 10

営業外費用合計 5,243 854

経常利益 3,300,908 687,741

特別利益   

固定資産売却益 1,823 －

保険解約返戻金 － 6,690

特別利益合計 1,823 6,690

税金等調整前四半期純利益 3,302,732 694,431

法人税、住民税及び事業税 1,130,742 384,022

法人税等調整額 184,460 △112,101

法人税等合計 1,315,203 271,920

少数株主損益調整前四半期純利益 1,987,529 422,510

少数株主損失（△） △24,427 △11,747

四半期純利益 2,011,956 434,257
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,987,529 422,510

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 31,158 52,803

退職給付に係る調整額 － 2,587

持分法適用会社に対する持分相当額 1,726 △439

その他の包括利益合計 32,884 54,951

四半期包括利益 2,020,413 477,462

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,044,841 489,209

少数株主に係る四半期包括利益 △24,427 △11,747
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１

四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期

間定額基準から給付算定式基準とし、割引率の決定方法を、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連

結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が239,054千円増加し、利益剰余金が153,855千円

増加しております。また当第１四半期連結累計期間の連結損益計算書に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 336,247千円 200,958千円

のれんの償却額 26,505 12,004

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 2,067,630 30  平成25年３月31日  平成25年６月24日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,033,815 15  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

テレマーケテ

ィング事業

フィールドオ

ペレーション

事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
21,106,415 1,890,969 22,997,385 138,810 23,136,195 － 23,136,195

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,328 10,485 11,813 2,556 14,370 △14,370 －

計 21,107,743 1,901,455 23,009,198 141,367 23,150,565 △14,370 23,136,195

セグメント利益

又は損失（△）
3,246,135 58,643 3,304,778 △36,087 3,268,691 2 3,268,693

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタルマーケティング関

連売上高を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

テレマーケテ

ィング事業

フィールドオ

ペレーション

事業

計

売上高        

外部顧客への

売上高
16,159,149 1,706,509 17,865,659 170,425 18,036,085 － 18,036,085

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

3,278 11,045 14,324 32,974 47,299 △47,299 －

計 16,162,428 1,717,555 17,879,984 203,400 18,083,384 △47,299 18,036,085

セグメント利益

又は損失（△）
643,354 23,053 666,407 △17,538 648,868 － 648,868

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタルマーケティング関

連売上高を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
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（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 29円19銭 6円30銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 2,011,956 434,257

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 2,011,956 434,257

普通株式の期中平均株式数（株） 68,921,004 68,921,004

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２６年８月８日

株式会社もしもしホットライン

取 締 役 会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松野　雄一郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 淡島　國和　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社もし

もしホットラインの平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

２６年４月１日から平成２６年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年６月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社もしもしホットライン及び連結子会社の平成２６年６月３０

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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